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第 3 章 地質・土質モデル 
 
本章では、地質・土質モデルの作成・活用に関する基本的な考え方、モデルの種類と概要、構成及び作成手

順（例）及び不確実性の引継ぎを示した。 
 

1 地質・土質モデルの作成・活用に関する基本的な考え方 
 
地質・土質モデルを作成することで、本体構造物と地質・土質構成等における位置関係を立体的な把握が可

能となり、各段階の地質・土質上の課題や地質・地盤リスク（※）を関係者間で共有することにより、追加す

べき補足調査や計画立案に関する検討を円滑に進めることが期待できる。 
しかしながら、地形や構造物等のモデルが実際の形状を表現したものであるのに対して、地質・土質モデル

は地質・土質調査の成果から推定された分布や性状を表現しているものであることから、使用された地質・土

質情報の種類、数量及びモデル作成者の考え方など様々な条件に依存し、不確実性を含んでいるモデルであ

る。したがって、地質・土質モデルの作成・活用に当たっては、不確実性の程度やその影響について、関係者

間で共有・引き継ぎを行う必要がある。 
なお、このような不確実性の取り扱いについて、事業を進めるに当たっては、初期の段階で地質・地盤条件

に関する情報を適切に捉えられるよう努力すべきであることは言うまでもないが、事業の各段階で利用可能

な情報の質と量に基づいた地質・地盤条件の推定・想定と、それが持つ不確実性の程度や特性を理解した上で

リスクの評価を行い、設計や施工、維持管理でどのようにリスク対応していくか判断することが重要となる。 
また、地質・土質モデルの品質は、モデル作成時点における地質・土質調査の質と量に依存するものであり、

事業の進捗に応じて構造物等のモデル詳細度がより詳細になったとしても、それに応じて地質・土質モデルの

品質を必ずしも確保できないため、構造物等で適用する「詳細度」と同様の考え方を適用することに無理があ

ることから、地質・土質モデルに対しては「詳細度」を適用しないこととする。 
 
（※）地質・地盤リスク：当該事業の目的に対する地質・地盤に関わる不確実性の影響。計画や想定との乖

離によって生じる影響。 
https://www.pwri.go.jp/jpn/research/saisentan/tishitsu-jiban/iinkai-guide2020.html 
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1.1 地質・土質モデル作成における基本方針 
 

地質・土質モデルは、モデルを作成する時点までに行った地質・土質調査の成果を基に作成する。 
作成した地質・土質モデルは、調査の質と量に応じた不確実性を含むので、モデルの品質を明確にす

るために、作成で用いた地質・土質調査成果やこれらに基づく推定の考え方について「BIM/CIM モデ

ル作成 事前協議・引継書シート」へ必ず記録し、継承するものとする。 
なお、３次元地質・地盤モデルを継承させるためには、地質の形状・分布モデル以外にも、モデルの

不確実性、想定される地質・地盤リスク、モデルの根拠となる１次データやモデル化時の補間パラメー

タ、モデル作成時の位置情報の座標系や使用ソフトウェア等の、モデルの更新に必要な情報について

十分な記録を残す必要がある。また、地質・土質モデルを活用する目的・用途を踏まえ、事業の各段階

でモデルの品質が十分かどうか検討し、補足の地質・土質調査や施工時による地盤情報を追加して、モ

デルの修正や更新を行うことが望ましい。 

 
【解説】 
地質・土質モデルは「地質・土質調査業務共通仕様書」（農林水産省農村振興局）に示される成果物を

基に作成することを基本とする。 
地質や土質からなる地盤は、断層、風化層、軟弱層、地下水等の分布が複雑であり、限られた地点及び

断面での地質・土質調査における質と量に応じた不確実性を含むものであることから、作成されるモデル

は推定を伴うモデルとならざるを得ない。設計・施工等において地質・土質モデルを活用するには、要求

するレベルに相応したモデルとなっているか、物性値等の不確実性をどのように考慮すれば良いかとい

った判断を行う必要があるため、モデルを作成するために用いた地質・土質調査の質と量や推定の考え方

を明示しておくことが重要となる。そのため、作成で用いた地質・土質調査成果やこれらに基づく推定の

考え方について「BIM/CIM モデル作成 事前協議・引継書シート」へ必ず記録し、継承するものとする。 
なお、地質・地盤リスクについては、地質調査によって得られる情報は限定的であり、事業の初期段階

では調査の実施自体が制限される場合もあることから、設計や施工の事前に行いうる調査には自ずと限

界があるということや、地質・地盤の種別や特徴によっては、地質調査の質と量が増加しても、性状や分

布の推定精度が必ずしもそれに応じて改善されない場合があるということから、事業の各段階で利用可

能な情報の質と量に基づいた地質・地盤条件の推定・想定と、それが持つ不確実性の程度や特性を理解し

た上でリスクの評価を行い、設計や施工、維持管理でどのようにリスク対応していくか判断し、設計や施

工、維持管理においては、その前提として明示される地質・地盤条件に含まれる不確実性を考慮する必要

があり、調査においては不確実性の程度や特性を示す必要がある。 
地盤の不確実性は地質・土質の不均一性等による複雑さの程度に依存するため、これらの影響を考慮し

た調査の質と量を確保してモデルを作成することが望ましいが、現実的な調査量はコストや工期を考慮

した限られたものとならざるを得ない。このため、各事業段階で要求するレベルに相応した地質・土質モ

デルとなっているかを検討し、必要に応じて地質・土質調査を実施し、地盤情報を追加することが望まし

い。また、施工段階では、掘削中に確認される掘削面等の観察結果と評価、支持層の深度等による確度の

高い地盤情報が得られることから、地盤情報の施工条件への反映を目的としたモデルの修正、必要に応じ

て維持・管理のためのモデルの修正について検討する必要がある。 
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1.2 地質・土質モデルの活用の考え方 
 

地質・土質モデルは、各事業の特性や計画、設計、施工、維持管理・更新など各事業段階で使用目的

が異なるため、モデルの種類ごとの特性に留意し目的に応じたモデルを選択する。また、地質・土質モ

デルを次の段階に継承する場合は、モデル作成の考え方や作成に使用したアプリケーション、使用デ

ータ、不確実性の内容、考えられる地質・地盤リスクの内容など、引き継ぐべき情報の記録内容や方法

について検討し「BIM/CIM モデル作成 事前協議・引継書シート」を作成する必要がある。 

 
【解説】 
地質・土質モデルを作成し、設計から施工段階、更には維持管理段階へ継承する場合には、地質・土質

調査の進捗や設計から施工等における事業段階の進捗に合わせて調査から得られた地盤情報が増加して

いくことから、初期に作成したモデルを修正する必要が生じる場合がある。そのため、モデルの作成や活

用における修正の方針についてもあらかじめ検討しておくことが必要となる。 
各段階で継承される場合の地質・土質モデルの流れを図 41 に示す。 
 
各事業段階において、モデルを作成、追加、更新又は利用後に、次の段階に継承されていく流れは他の

構造物モデル等と同様であるが、前述の基本方針を踏まえ、次の事項に留意する。 
 

（１）各事業段階の地質・土質モデルの継承時には、モデルにどのような推定を含むのか、それはどのよ

うな補間・推定を経たものであるか等の記録を確実に継承する事に留意する。 
なお、これらの推定等の継承は、「3.1 モデルの基本構成」の記載を確認されたい。 

（２）地質・土質モデルの使用目的や要求性能は、対象構造物及びその事業段階によって異なることに留

意する。 
（３）一般に事業段階の進捗に伴ってモデルが扱う地盤情報の種類は増え精度も向上することを踏まえ

た上で、作成、追加又は利用する地質・土質モデルを選択する。 
 

 

図 41 地質・土質モデルを各段階へ継承する場合の流れ 

 
（４）地質・土質モデルの作成、追加、更新及び継承は、現場での検証及び関係機関での検討が十分で

ないことを踏まえ、BIM/CIM の導入・実施状況を通じて課題等を整理して対策を検討し、随時、

必要な改定を行っていくこととする。 
（５）地質・土質調査に関する BIM/CIM の活用実績には、全国地質調査業協会連合会等における関係

機関の研究成果があるので、地質・土質モデルの構成、作成手順等の参考とされたい。 
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地質・土質モデルは、各事業の特性や各事業段階（設計、施工、維持管理・更新）において必要となる

モデルのレベルと属性が他のモデルとは異なるため、地質・土質モデルの作成と活用に当たってはモデル

の種類ごとの特性や使用目的、その後の活用の方針について検討する必要がある。 
例えば、計画段階で構造物のサイトやルート選定等に用いる概略の土質・地質構造を検討するモデル

及び構造物の設計のための浸透流解析や安定性解析等に用いるモデルのように、各事業段階によって必

要となる形状や属性は同一のものとなるとは限らず（図 42 参照）、各事業段階でどのようなモデルを作

成し利活用するか次の段階への引き継ぎも含め検討する必要がある。 
 

 

 図 42 各事業段階でのみ作成・利活用される地質・土質モデルの例 
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2 モデルの活用 
 

地質・土質モデルの活用は、各事業の特性や計画、設計、施工、維持管理・更新など各事業段階で使用目的が異

なるため、モデルの種類ごとの特性に留意し目的に応じたモデルを選択・作成し活用する。 

 

【計画段階】 

地質・地盤リスクを評価するために、比較的広範囲な地質・土質モデル（サーフェスモデル） を作

成する。広範な地質情報にはばらつきや不統一があるため、まず地質情報の整理・統合を図ることが必

要となる。 

【設計段階】 

地質調査結果を基に、対象区域の地質・土質モデルを作成する。構成された地質・土質モデルを基に

設計を行う。ダムなど長期にわたる事業では、調査の進捗に伴う地盤情報の増加に対し、適切なタイミ

ングでモデルの更新を図り精度を向上させる必要がある。 

【施工段階】 

施工実績により得られた情報により、設計段階で構築した地質・土質モデルを適宜修正する。 

【維持管理・更新段階】 

定期点検結果などを基に、施工段階で構築・修正された地質・土質モデルを更新する。 

 

表 26 具体的な利用場面と対応可能な地質・土質モデル 

 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル（令和４年３月 国土交通省） 
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2.1 留意すべき地形・地質の把握・可視化 
 

（１）活用内容 

調査、設計段階では、３次元的な表現（可視化）を行うことで、地質断面図などの２次元表現に比べ

必要な場所の地質区分を誰でも容易に確認でき、本体構造物と基礎地盤との位置関係把握も容易とな

る。 
破砕帯、強風化岩、湧水、高透水帯等のような留意すべき地形・地質を容易に把握できるようにする

ことで、地質・地盤リスクをより明確にし、関係者間協議や情報共有、施工、維持管理段階への提言に

活用できる。 

 

（２）活用事例 

ボーリングデータや調査データから作成した地質断面図や調査結果図を重ねたモデル（準３次元地

質断面図モデル等）を作成して３次元的に可視化を図り、留意すべき地形・地質を把握し、地質・地盤

リスクを明示化する。 

 
 

  

（準 ３次元地質平面図） （準 ３次元地質断面図） 

図 43 留意すべき地形・地質の把握例（可視化の例） 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル（令和４年３月 国土交通省） 

 

 

 

 

（地下ダムの基盤のスケッチを表示した例） （切土面のスケッチを表示した例） 

図 44 留意すべき地形・地質の把握例（調査結果の可視化例） 

地質図画像の重ね合わせ 

３次元地形図  ２次元断⾯の重ね合わせ  

出典：平成25年度 伊江農業水利事業 伊江地下ダム課題総合検討

業務報告書（1/2)沖縄総合事務局 伊江農業水利事業所（H26.3） 
出典：斜面防災技術 vol.48(R3.12) 
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（準 ３次元地質断面図） 

2.2 基礎地盤と構造物の位置関係の確認 
 

（１）活用内容 

調査・設計段階又は施工段階においても、地質調査に基づいて作成した地質・土質モデル（サーフェ

スモデル・ソリッドモデルなど）を用いることにより、基礎地盤と杭・基礎構造物と支持層の関係を視

覚的かつ容易に確認することができる。 

 
（２）活用事例 

従来の２次元設計による地質断面図では、トンネルを施工する際の補助工法の施工範囲に不足が生

じる恐れがあるのに対し、地質・土質モデルの作成によって、地層と補助工法の施工範囲の位置関係を

可視化することで、効率的に施工範囲を設定することに活用できる。 
 

 

図 45 基礎地盤と構造物との位置関係の把握例(杭基礎構造物・トンネル) 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル（令和４年３月 国土交通省） 

 
 
 
 

 

図 46 基礎地盤と構造物との関係把握例（ダム堤体） 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル（令和４年３月 国土交通省） 

地層境界⾯ 

杭基礎⼯ (⽀持層上⾯ 
に届いているか確認) 

地層境界⾯ 

トンネル上盤 ボーリングデータ 

（２次元断面図） 

２次元断⾯の縦横断の重ね合わせ  
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2.3 基礎地盤の岩盤分類（地山分類）評価の確認  
 

（１）活用内容 

調査、設計段階において、地質調査に基づいて作成した地質・土質モデル（サーフェスモデル・ソリ

ッドモデルなど）を用いることにより、岩盤分類、地山分類に基づいた地盤評価の連続性や分布を視覚

的に確認することができる。 

 
（２）活用事例 

従来の２次元設計による地質断面図やコンター図では、対策工や施工計画に不足が生じる恐れがあ

るのに対し、地質・土質モデルの作成によって、工学的評価及び地質・地盤リスクを空間的に把握した

うえで、掘削線、改良範囲、断層（弱層）分布、支保パターン、補助工法等の対策工施工範囲を可視化

することで、適切で効率的な設計、施工計画に活用できる。 

 
 

図 47 岩盤分類(地山分類)の構成検討例(２次元) 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル（令和４年３月 国土交通省） 

 
 

 

図 48 岩盤分類(地山分類)の把握例(３次元)（ソリッドモデルによる岩盤分類の例)） 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル（令和４年３月 国土交通省） 

【地形】 【地質】 
 
砂岩 

表⼟ 

泥岩 崖錐 

どのような地形地質要素
の序列や組み合わせで
岩盤分類が説明されて
いるかを把握し、モデル
化の⼿順を組み⽴てな
ければならない 
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岩盤分類のモデル化の際の重ね合わせの例（２次元）  
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CL 

切⼟法⾯との重ね合わせ  岩盤分類(地⼭分類)モデル  ボーリングによる地質モデル  
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2.4 地下水面の位置関係の確認 
 
（１）活用内容 

調査、設計段階において、ボーリング孔内水位や周辺湧水点等に基づいて作成した地下水面モデル

（サーフェスモデルなど）を用いることにより、地下水面ポテンシャル分布を視覚的に確認すること

ができ、水文解析や設計施工計画に活用できる。 

 
（２）活用事例 

従来の２次元設計による水理地質断面図や地下水コンター図では、構造物の干渉や地下水阻害、地

下水影響評価等の解析や地すべり対策工、湧水予測、井戸配置計画等に不足が生じる恐れがあるのに

対し、地質・土質モデルの作成によって、工学的評価及び地質・地盤リスクを空間的に把握したうえ

で、影響評価や対策工施工範囲を可視化することにより、適切で効率的な設計、施工計画に活用でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

３次元地下水解析メッシュモデルの例 

図 49 地下水面の把握 

出典：平成 25 年度 伊江農業水利事業 伊江地下ダム課題総合検討業務報告書（1/2)  

平成 26 年 3月沖縄総合事務局 伊江農業水利事業所 
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2.5 住民説明、関係機関協議 
 
（１）活用内容 

設計、施工段階において、地元関係者に対し説明責任を果たす必要がある。地下情報や構造物等の位

置関係を地質・土質モデルを用いることで視覚的に分かりやすくすることにより、住民説明や関係機

関協議に活用できる。 

 
（２）活用事例 

地質・土質モデルの作成によって、目に見えない地表面下の地質や工学的評価及び地質・地盤リスク

を空間的に把握したうえで、影響評価や施工状況、地盤変状等を可視化し、その関連性を分かりやすく

表現する事で、一般市民を始め関係者間での理解促進につながる。 

 

表 27 地元関係者に掲示する資料の比較例 

行政関係者 工事関係者 農業者 一般市民 

地形面 
調査ボーリングデータ 
各種試験データ 
地質解釈図面全地質境界面 
対象地質（設計時想定と崩
壊後調査時） 
地下水位面 
掘削面及び立坑 
土留め壁 
切ばり 
地盤沈下量 
土留め壁変位量 

地形面（崩壊前後） 
 調査ボーリングデータ 
各種試験データ 
対象地質（設計時想定と
崩壊後調査時） 
地下水位面 
掘削面及び立坑 
土留め壁 
地盤沈下量 
土留め壁変位量 

地形面 
  
対象地質（設計時想定と
崩壊後調査時） 
地下水位面 
掘削面及び立坑 
土留め壁 
 

地形面 
対象地質（設計時想定・
調査時） 
土留め壁 

 

表 28 地質・土質モデルの３次元アウトプット・成果品例 

行政関係者 工事関係者 農業者 一般市民 

ボーリングモデル 
準３次元図面 
サーフェスモデル 
テクスチャモデル 
時系列でのソリッドモデル
（設計時想定、掘削レベル
ごと） 
観測結果の可視化 
アニメーション 

ボーリングモデル 
準３次元図面 
サーフェスモデル 
テクスチャモデル 
時系列でのソリッドモデル
（設計時想定、掘削レベル
ご と） 
観測結果の可視化 
アニメーション 

準３次元図面 
サーフェスモデル 
テクスチャモデル 
時系列でのソリッドモデル
（設計時想定、掘削レベル
ごと等） 
アニメーション 

サーフェスモデル 
テクスチャモデル 
時系列でのソリッドモデル
（設計時想定） 
アニメーション 

 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル（令和４年３月 国土交通省） 

を加工して作成 
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2.6 数値解析 
（１）活用内容 

 
（２）活用事例 

 

 

図 50 排水トンネル工施工時の地下水位低下高の予測 

出典：斜面防災技術 vol.48(2021.12) 

 

図 51 地下ダム建設時における３次元地盤解析の例 

出典：平成 25 年度 伊江農業水利事業 伊江地下ダム課題総合検討業務報告書（1/2)  

平成 26 年 3月沖縄総合事務局 伊江農業水利事業所 

 

調査、設計段階において、地質・土質モデル（ソリッドモデルなど）は、設計の用途に厳密な計算が

要求される数値解析（シミュレーション）に活用される。 

設計、施工段階において、地元関係者に対し説明責任を果たす必要がある。地下情報や構造物等の位

置関係を地質・土質モデルを用いることで視覚的に分かりやすくすることにより、住民説明や関係機

関協議に活用できる。 
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2.7 数量算出 
 
（１）活用内容 

 

（２）活用事例 

 

 

  

図 52 土構造物の数量算出に用いる地質・土質モデル例（サーフェスモデル等） 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル（令和４年３月 国土交通省） 
 

 

図 53 地質・土質モデルを用いた数量算出の例（ソリッドモデル） 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル（令和４年３月 国土交通省） 

設計施工段階において、地質・土質モデル（ソリッドモデル・サーフェスモデルなど）を用いること

により地質・土質別の数量算出に活用できる（「令和４年度土地改良工事数量算出要領（案）（令和４年

４月農林水産省農村振興局整備部設計課施工企画調整室）」に準拠）。 

地質・土質モデル（ソリッドモデル・サーフェスモデルなど）を用いることにより地質・土質別の数

量算出に活用できる。なお、地質・土質モデルを活用し算出した数量と、平均断面法で算出した数量に

は差異が生じる可能性があり留意が必要である。このため、地質・土質モデルをどの様に活用するかに

ついては発注者等と十分協議し活用する必要がある。 

ボーリングデータ 

地質・⼟質モデルをボーリングデータから作成 
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2.8 施工計画・地盤改良範囲の設定 
 
（１）活用内容 

設計施工段階において、地質・土質モデル（ソリッドモデル・サーフェスモデルなど）を活用する。 

 

（２）活用事例 

地すべり対策のための集水ボーリングの配置や、ダムの基礎処理範囲の把握など、地質・土質モデル

（ソリッドモデル・サーフェスモデルなど）を活用する事で、的確な集水ボーリングの配置設計や基礎

処理範囲の設定などに活用できる。 

 

 

図 54 地すべり対策工配置設定の事例 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル（令和４年３月 国土交通省） 

 

 

図 55 ダムの基礎処理範囲（ルジオンマップの例） 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル（令和４年３月 国土交通省） 

地すべりブロックと対策工の配置重ね合わせ 

集水ボーリング・集水井配置詳細図(３次元) 

⾼透⽔性ゾーン 

透⽔性分布より
基礎処理範囲を設 

透水性分布と構造物重ね合わせ(３次元ルジオン値分布) 
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2.9 施工時の安全確認・維持管理での利用  
 

（１）活用内容 

 

（２）活用事例 

モニタリングデータの可視化や被災箇所を地質・土質モデルと合わせて表示する事で、変状や被災

状況などの把握や、素因・誘因などの検討、維持管理に活用できる。 

 
 

（モニタリングデータの可視化例（トンネル）） （被災箇所情報の表示例（河川堤防）） 
 

図 56 施工・維持管理での利用例 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル（令和４年３月 国土交通省） 

 

 

図 57 維持管理での活用例（トンネル地山情報（地層、切羽）、地下水位の可視化例） 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル（令和４年３月 国土交通省） 

 
 

施工段階及び維持管理段階において、動態観測や被害情報等の地質・地盤リスク情報の表示・確認に

活用できる。 

トンネルと各種データとの重ね合わせ 

堤防と変状データとの重ね合わせ 

トンネル切羽と地層分布の重ね合わせデータ トンネル切羽位置と地下水位、地質構造データ 
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2.10 地質・土質モデルの活用時の留意事項 
 
地質・土質モデル活用時の留意事項を表 29 に示す。 

 

表 29 地質・土質モデルの活用時の留意事項 

種 類 留 意 事 項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全般 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・モデル作成に使用する地形データは、データを取得した“点”の情報から地形面
やメッシュのデータを作成するため、調査地点の標高と合致しない場合が
ある事に留意する。 

・地質・土質モデルは、柱状図、地質平面図、地質断面図等を３次元空間に配置
したものに、ボーリング調査結果等を基に様々な情報を地質学的な解釈を加え
て総合的に作成されたものであるが、不確実性を含むことに留意する。 

・地質・土質モデルにおいて、ボーリング柱状図以外の箇所は、推定によるもの
である。どのような補間法を用いても、従来手法による地質断面図等と比べて
その精度は同等又は逆に低下する可能性があることに留意する。 

・地質・土質モデルは、計画、設計、施工及び維持管理の各事業段階において、
活用目的や地質・土質調査の量と質に応じた精度で適切に作成して利用するこ
とに留意し、次段階へ継承する。 

・地質・土質モデルの作成に用いたデータの精度やモデル構築条件等の属性情報
を記載した報告書等で信頼性を確認し把握した上で利用する。また、修正
が必要な場合はその上で利用する。 

・作成記録の無いモデルは地質・土質モデルの品質やトレーサビリティを確保で
きない可能性があるため、使用の際は留意する。 

・地質・土質モデルは、作成した時点以降に実施される地質・土質調査結果で修正
される可能性があることに留意し、バージョン管理を確実に行う必要があ
る。 

・ボーリングモデルのうち、調査結果モデルと推定解釈モデルのどちらを納品す
るかは発注者と協議するものとする。 

・調査結果については、地質・土質モデル以外に実際に調査したデータも提出 
する。 

ボ
ー
リ
ン
グ 

モ
デ
ル 

 

調査結果
モデル 

・地質・土質調査業務の成果であるボーリング柱状図（ボーリング交換用デー
タや電子簡略柱状図）の地質・土質調査結果そのものを表現したモデルは
「調査結果モデル」となることに留意する。 

 
推定・解釈
モデル 

・既往資料や地質・土質調査で得られた様々な情報を基に、地質・工学的解釈を
加えて作成したモデルは「推定・解釈モデル」となることに留意する（地質・
工学的解釈を加えて作成したボーリング交換用データ、電子簡略柱状図を利
用する場合も含む）。 

準
３
次
元
地
盤

モ
デ
ル 

テクスチャモ
デル（準３次
元地質平面
図） 

 
 
・準 ３次元地盤モデルは、使用する地形図等の精度によって大きく左右される

ことに留意する 

準３次元地質
断面図モデル 

 
 
 
 

３次元地盤モデル 

・ボーリング結果を含む様々な地盤情報を地質学的な解釈を加えて総合
的に作成されたものである。単にボーリング結果を数学的に補間する方法も
ひとつの方策であるが、推定精度が低下する恐れがあるので留意する。 

・精度確保に必要な地盤調査手法、調査数量と質を十分に検討した上で、
活用方法を検討する。 

・使用した地質情報やモデル作成方法（地質・土質モデル作成ソフトウェア
の種類や地層補間アルゴリズムなど）等を記録し、継承する。 

・３次元地盤モデルを作成した領域が、ボーリング本数や密度等を考慮 
 して、どの程度信頼できるかを確認してから利用する。 
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